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研究成果の概要（和文）：本研究は、都道府県議会の実証的な比較分析を通じ、近年の選挙区割りの改正が進展する場
合の実態と理由および、選挙区割り改正に有権者あるいは議員が与える影響を検討し、選挙区割り改正の原因と影響を
明らかにしようとする。分析は、現時点では終了していないが、有権者が全体的に定数削減を支持する一方、議会内の
野党議席率などの政治的要因が影響していることがわかった。また、事例の研究からは、選挙区の定数と各党の支持率
や政党間連合のあり方が、政治的要因の作用の仕方に影響していると考えられる。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to make clear reasons and influences of 
electoral districts reform at the prefectural level in recent Japan. We examine the reality of change (or 
no change), and the effects of voters and politicians to the reform. Though our analysis is not yet 
finished, we temporary conclude that almost all voters support to decrease seats, and also that political 
factors (ex. share of Opposition parties) in the assemblies work. Through the case study, we found that 
District Magnitude and a variety of party competition are the important keys.

研究分野：政治過程論

キーワード： 選挙研究　選挙区再編成

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 2011 年の最高裁判決以降、日本の国会の
「一票の格差」問題は、大きな注目を集めて
きたが、この問題自体は、長年の懸案であっ
た。定数不均衡が常態化し改善されない理由
として常に挙がるのは、党利党略あるいは政
治家の思惑である。しかし、これを精緻に分
析した実証研究は意外と少ない。それは、対
象が少ない（衆参で N=2）、法的規制が分析に
なじまない、国際比較をするには国家間の差
違が顕著といった理由で、比較分析が難し
かったからと考えられる。しかし、都道府県
レベルに目を向けると、格差や是正方針に豊
かなバリエーションがある一方で、条件的に
は、より比較分析が行いやすい（対象が多く、
法的規制はあるが最終的には議会が決定す
るので国レベルより政治的思惑が表面化し
やすく、社会・政治・経済的な条件が統御し
やすい）。格差は、県により 1.53 倍から 4.84
倍（東京都を除く）まで違いがあり、是正方
針にしても、対応は県ごとにさまざまである。
これらの違いが、なぜ生じたのか、それがど
のような影響を及ぼしているのか、これらの
問題を相互に関連付けながら、全体像を明ら
かにしたいというのが、本研究の基本姿勢で
ある。この問題は、さらなる注目を集める可
能性が高く、解決策を考える前提を提示する
という意味で本研究の意義は深いもので
あった。そこで、同様の関心を共有する研究
者と共に申請を行うこととした。 
 
(2) 本研究計画は、3 つの先行する共同研究
が重要な契機となっている。代表者は、2009
年度より基盤研究(B)「政権交代期における
選挙区政治の変容に関する実証的研究」（代
表者：品田裕）を実施してきた。このプロジェ
クトは、政治家－有権者間の関係の変容を両
者の接点である選挙区に注目して検討する
ものであった。政治家と有権者双方の視点で、
「制度」が人々の行動に与える影響を実証的
に検討することの重要性・有用性を確認し、
それを総合的に実現する方法を修得した。 
また 2011 年度から参加した基盤研究(A)
「選挙ガバナンスの比較研究」（代表者：大
西裕）で、代表者は日本の選挙管理行政を担
当した。その中で、都道府県議会の選挙区改
正に多くのバリエーションがあり、その理由
と影響について比較分析が可能かつ必要で
あることを見出した。それには当該研究の枠
を超える新たな研究態勢を構築する必要が
あった。以上の二つが結びつき、本計画の基
本関心・目的・方法が確定した。 
 さらに 2008年度より参加した基盤研究(A)
「現代民主政治と政党組織（党本部・地方・
国会議員）の変容に関する研究」（代表者：
建林正彦）で、代表者は都道府県議会議員の

支持基盤をサーベイデータにより分析した
ことで、都道府県レベルの地方政治の、いわ
ば｢土地勘｣を得たことで、本計画の実現可能
性が一段と高まった。 
(3) 小選挙区をとってきた諸外国の研究に
は、見るべきものが多い。例えば、選挙区再
編成の研究は、方法論的に有用である。他に
も、ゲリマンダーを扱った研究や選挙区改定
の成否を説明しようとする研究は、研究の進
め方について有益な情報をもたらす。他方、
本計画が扱う、制度改正の影響や日本の地方
政治については、近年、急速に蓄積がなされ
てきた。ただ、日本の選挙区改定それ自体に
ついては、国・地方を問わず、その過程に関
する事例研究が主であった。本研究は、内容
的には、選挙区改定の理由だけでなく影響ま
でも総合的に扱い、方法論的には、多様な方
法を、まとまった研究関心の下で実施するこ
とが好ましい。 
昨今、総定数削減や市町村合併が進み、政
治や社会に関しては、急速に進行する地方の
疲弊、都市への人口集中、少子高齢化、無党
派の増大などが起こっている。これらの現象
と組み合わせて検討することで、分析に際し
条件を考慮して行うことができる。その意味
でも、時宜にかなう研究計画であった。 
 
２．研究の目的 
(1)研究期間内に何をどこまで明らかにしよ
うとするのか 
本研究は、都道府県議会の選挙区改定の成
否・様態について、その原因を解明するとと
もに、政治家や有権者に与える影響を明らか
にする。具体的には以下の通りである。 
①各都道府県議会の最近の選挙区改定状況
を調査する。同時に、市町村合併の程度とそ
れへの対応、総定数は削減したかなどについ
ても調べる。さらに一部の県については、経
緯・事情を聞取調査などにより、集中的に行
う。その際、議会内要因と議会外要因に分け
て原因を追究し、その中で浮上した要因を全
都道府県について変数化し、計量的に検証し
ようとするものだった。 
②選挙区の改定が政治家や有権者の意識や
行動にどのような影響を与えたかについて、
上記の県における資料収集・聞取調査等によ
り、集中的に分析する。政治家については政
策と政治活動、有権者については、参加と投
票選択に分けて検討する。知見から仮説を構
築し、実証的に検証する。 
③以上から得られた知見に、仮説の構築と理
論化を行う。併せて、国際比較の視点を導入
し、「選挙区改定」に関する知見の一般化を
試みる。 
 
(2)当該分野における本研究の学術的な特



色・独創的な点及び予想される結果と意義 
選挙区改定に注目した優れた研究は、多く
が国政レベルの事例研究・歴史研究に留まり、
また、その研究蓄積は、投票行動研究などの
他の選挙研究に比して多くない。本研究は、
その研究上の空白を埋めるものとなるが、そ
れに止まらず、重層的な分析により現代日本
の選挙区改定の全体像を描こうとする点に
特色がある。例えば、本研究は従来の選挙区
密着型の事例研究を基礎に、質的・量的に知
見を確認しようとする点、単に制度改正の理
由の追究のみならず、改定が政治家や有権者
に与える影響を意識･行動の面で分析するこ
とで、選挙区改定の政治的意味を総合的に明
らかにできる。方法論的には、計量・事例・
質的（聞取）の各分析法を併用し、理論的に
も、多様な観点から、複眼的に検討し、より
深い理解を得る。 
以上のように本研究は、都道府県議会の選
挙区改定の全体像を解明するものであるが、
その成果は、現代日本の地方政治に対する理
解を豊かにするだけでなく、国政レベルの選
挙制度改正にとっても示唆に富むなど、大き
な波及効果を持つものと考える。さらに、選
挙区改定という社会全体の重要な関心事に、
理論的・経験的な知見を提供するという社会
的意義があることも指摘する。 
 
３．研究の方法 
本研究の研究代表者および研究分担者の
役割等、当初の研究方針は以下の通りだった。
本研究では、都道府県議会の選挙区改定の原
因と影響を、それぞれ検討することとし、影
響については、政政治家と有権者に分けて分
析する。その際、政治家については、政策活
動と政治活動（出馬・キャリア・集票スタイ
ル）の両面、有権者に関しては、政治参加と
投票行動（候補者選択）の両面を取りあげる
こととした。影響については、合計４つの切
り口を設けた。ここに主担当者1名を配置し、
また、原因については、議会内と議会外に分
けて要因を検討することにした。議会内要因
は、政党システムや議員の年齢構成、キャリ
アパスなどであり、議会外要因としては、世
論・支持集団の意向・外部からの働きかけが
考えられる。ここでは、議会内・外に分けて、
責任者を配置するが、常に複数のメンバーで
調査・議論を行うこととした。以上のような
重層的な配置をもつ研究組織を立ち上げる
ことで研究目的の遂行を実行可能なものと
した。研究全体は、研究代表者が統括するが、
研究成果を普遍的なものにするためには、常
に理論的な検討を行う必要がある。仮説の構
築・分析、知見の解釈に際しては、ゲーム理
論や地方政治研究に関する連携研究者の支
援を受け、さらに、一部、国際比較によって、

一般性を確保する。｢原因｣についての分析は
もとより、「影響」分析の担当者についても、
常に他のメンバーと緊密に議論し、成果の共
有を進めることとし、このことにより、「影
響」が「原因」にフィードバックされる状況
も含め、全体を意識した総合的な研究が確保
できるよう配慮した。 
初年度には、研究打ち合わせのための会合
を開き、全員に改めて計画の趣旨および分担
を確認・徹底した。その後、各担当分野の調
査、実態の記述、および当該分野の内外の文
献レビューの作業を行った。また、諸外国の
選挙区改正についても目配りをした。また、
調査量が膨大なため、若手研究者の協力を仰
いだ。 
◇選挙区改定の原因のうち、議会内要因の検
討については、砂原が中心になり、研究を進
めた。議会内の会派の競争状況（政党システ
ム）が主たる変数であり、仮説の構築と検証
のため、データ整備と聞き取り調査を行った。 
◇選挙区改定の原因のうち、議会外要因の検
討については、河村が中心になり行った。議
会外要因としては、市町村合併や総定数削減
に対するものも含めた世論を検討した。 
◇選挙区改定が政治家の政策面に与える影
響については、事実上、藤村を中心に行った。
また、全国都道府県議会議員調査（2010）の
サーベイデータを二次分析し、計量的に影響
の内容・様態について、知見を引き出すこと
とした。 
◇選挙区改定が政治家の政治活動面に与え
る影響については、濱本が主となった。資料
収集から、調査やデータベース構築を行った。 
◇選挙区改定が有権者の政治参加に与える
影響については、山田が中心となり分析を
行った。 
◇選挙区改定が有権者の投票行動に与える
影響については、今井を主に行った。選挙区
改定が有権者の行動や態度について及ぼし
た影響が主たる関心だった。 
 以上の方針の下、記述的推論から因果的推
論まで、実証的な分析を行った。 
本研究は聞取調査・アンケート調査を含む。
聞取調査については、相手方の同意を得て録
音を行い、これを原則、研究補助者によりテ
キスト化した。また、アンケート調査を実施
する際には、倫理審査を受けた。 
 
 
４．研究成果 
一票の格差是正とそのための選挙区割り
改正は、国会のみならず、都道府県議会にお
いても大きな問題である。他方、市町村合併
が進む一方、公職選挙法が大きく改正され、
都道府県議会選挙にも新しい区割りが導入
された。このような状況を踏まえ、本研究で



は、都道府県議会選挙の実証的な比較分析を
通じ、選挙区割りの改正が進展する場合の実
態とその理由および選挙区割り改正に有権
者や議員が与える影響を検討し、選挙区割り
改正の原因と影響を解明しようとした。 
 そのために、まず文献等で選挙制度や概要
について理解を深めるとともに、一部の道府
県を対象として、選挙区の変遷を調べ、時系
列的に整理すること、それらを選挙結果と照
合すること、議会内での改正手続きやパワー
バランス、知事との関係などの背景について
調べることから、研究を開始した。一部の都
道府県で先行した調査結果が非常に興味深
く、研究全体にとって有益なものとなった。
他方、25 年度には、途中で公職選挙法の改正
があり、都道府県会議員の選挙区割りについ
ての規定が大きく変わった。この点で当初の
見通しと相違が生じた、新法の理解に努める
ことが研究期間前半の重要な作業となった。 
 研究期間中盤では、文献等による研究と並
行して、担当地域ごとに、各メンバーが継続
的に調査を深めた。他方、公職選挙法の改正
とそれに基づく新区割り、さらに、この新区
割りの下での統一地方選の準備が 27 年度に
は行われたので、それへの対応を行った。具
体的には、新法の理解、新選挙区の調査、そ
のデータ化が重要な作業となった。データ作
成とともに、27 年度の統一地方選挙の分析準
備が行われた。 
研究期間後半では、それまでの研究をベー
スに展開することとし、さらに詳しい調査を
行った。内容的には、選挙区改定の変遷状況、
県議会レベルの｢一票の格差｣、定数サイズの
不均衡が改定の状況にもたらす影響、議会内
の党派構成と改定手続きの関係などである。
文献・資料に基づく調査および実際に各自治
体での関係者へのインタビュー調査、さらに
有権者に対する調査等を実施すると共に、実
証分析を行った。 
 2015 年春の統一地方選では 41 道府県で議
会選挙が行われた。新旧の区割りと投票率、
有権者の認識、無投票当選の状況などに関し、
投票行動・選挙結果に注目する分析や候補
者・議員に着目した分析などが現在も進行中
である。残念ながら、総合的知見をまとめる
段階には至っていないが、有権者が(特にど
の属性・グループと言うことではなく)全体
的に定数削減を支持していることが明らか
になった。他方、定数の減員や削減には、議
会内の野党議席率などの政治的要因が影響
していることもわかった。また、事例の研究
からは、選挙区の定数および各党の支持率や
政党間連合のあり方など政党間競争の状況
が、政治的要因が作用する際に影響している
ことが明らかとなった。 
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